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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 百万円 37,109 32,919 39,294 41,438 49,707

経常損益 〃 △396 △541 1,035 2,135 2,627

当期純損益 〃 △883 △280 585 1,190 3,699

純資産額 〃 13,487 13,506 16,814 18,164 20,253

総資産額 〃 51,109 44,135 52,596 52,168 54,326

１株当たり純資産額 円 170.46 170.73 212.57 229.64 256.07

１株当たり当期純損益金

額
〃 △11.16 △3.54 7.40 15.06 46.77

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
〃 － － － － －

自己資本比率 ％ 26.4 30.6 32.0 34.8 37.3

自己資本利益率 〃 △6.6 △2.1 3.9 6.8 19.3

株価収益率 倍 △15.4 △62.1 60.6 25.1 5.6

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
百万円 3,306 △425 675 5,332 1,233

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
〃 825 △493 △544 △1,025 △881

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
〃 △977 △3,073 △13 △6,121 1,799

現金及び現金同等物の期

末残高
〃 12,051 8,060 8,192 6,408 8,420

従業員数 人 812 817 850 880 908

　（注）１．売上高は、消費税等を含んでおりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 百万円 32,322 26,840 32,499 34,679 41,754

経常損益 〃 △335 △885 718 1,608 2,024

当期純損益 〃 △351 △543 402 820 3,167

資本金

（発行済株式総数）

〃

（千株）

3,956

(79,139)

3,956

(79,139)

3,956

(79,139)

3,956

(79,139)

3,956

(79,139)

純資産額 百万円 13,303 13,052 16,116 17,122 18,720

総資産額 〃 48,943 41,157 49,109 48,108 49,595

１株当たり純資産額 円 168.13 164.99 203.75 216.47 236.69

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

〃

（〃）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

2.5

(－)

5.0

(－)

１株当たり当期純損益金額 円 △4.44 △6.87 5.09 10.37 40.04

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
〃 － － － － －

自己資本比率 ％ 27.2 31.7 32.8 35.6 37.7

自己資本利益率 〃 △2.7 △4.1 2.8 4.9 17.7

株価収益率 倍 △38.8 △32.0 88.0 36.5 6.5

配当性向 ％ － － － 24.1 12.5

従業員数 人 492 507 532 553 598

　（注）１．売上高は、消費税等を含んでおりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

 3/83



２【沿革】

創立の経緯

　昭和10年５月「化工機製作株式会社」として設立、昭和13年11月商号を「三菱化工機株式会社」と変更いたしま

した。その後、昭和19年９月「株式会社田中機械製作所」を合併しましたが、昭和24年９月企業再建整備計画によ

り、旧三菱化工機株式会社の第二会社として「三菱化工機株式会社」（資本金75百万円）を設立し、「田中機械株

式会社」（資本金15百万円）を設立・分離いたしました。

　なお、旧会社は昭和24年10月解散しております。

設立より現在までの状況

昭和24年９月　　各種化学工業用機器の設計、製作、修理、据付及び販売等を主目的として発足

昭和25年３月　　東京証券取引所に上場

昭和25年４月　　大阪証券取引所に上場

昭和33年９月　　大阪営業所を開設

昭和36年12月　　四日市製作所を開設

昭和45年８月　　鹿島工場を開設

昭和47年８月　　株式会社化工機環境サービスを設立

昭和52年７月　　工事部門を分離し、化工機工事株式会社を設立（同社は平成２年10月商号を株式会社化工機イー

アンドシーに変更）

昭和53年７月　　化工機商事株式会社を設立

昭和62年10月　　四日市製作所の工場機能を川崎製作所に集約、四日市製作所は四日市事業所と改称

平成４年８月　　大阪営業所を大阪支店と改称

平成７年１月　　オランダ王国・アムステルダム市に当社70％、三菱商事㈱30％の共同出資による合弁会社「

MKK EUROPE B.V.」を設立

平成７年６月　　横浜市にプロジェクトセンターを開設

平成７年８月　　本店を東京都港区三田一丁目４番28号へ移転

平成８年４月　　大阪支店を大阪支社と改称

平成９年12月　　本社機能を東京都港区三田から神奈川県川崎市川崎区の川崎製作所に移転し、三田を本店、川崎

を本社事務所・工場としました

平成10年５月　　株式会社化工機イーアンドシーを解散し、化工機エンジ株式会社を設立

平成10年８月　　本店を神奈川県川崎市川崎区大川町２番１号へ移転

平成11年６月　　株式会社化工機環境サービス、化工機エンジ株式会社、株式会社菱和技研の３社は、株式会社化工

機環境サービスを存続会社として合併し、商号を「化工機プラント環境エンジ株式会社」に、

また、菱和興業株式会社、化工機商事株式会社の２社は、菱和興業株式会社を存続会社として合

併し、商号を「化工機商事株式会社」に変更しました

平成13年10月　　本社営業事務所を神奈川県川崎市川崎区宮前町１番２号に開設し、各事業本部の営業部門を集約

・移転しました。また、プロジェクトセンターを閉鎖し、プラント技術部門は川崎へ移転しまし

た

平成16年２月　　四日市事業所を四日市工場と改称
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社７社により構成されており、エンジニアリング事業、

単体機械事業の２事業を主たる事業としております。当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る

位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の２事業区分は「第５　経理の状況　１．(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区

分と同一であります。

事業区分 主要製品 関係する会社

エンジニアリン

グ事業

都市ガス・石油関連プラント、各種化学工業用プラン

ト、水素製造装置、下水処理装置、産業排水処理装置、

各種水処理装置等

当社、化工機プラント環境エンジ㈱

㈱菱化製作所

日本オートトロール㈱（非連結子会社）

化工機テクノ㈱（非連結子会社）

単体機械事業
油清浄機、各種分離機・ろ過機、海水取水用除塵設備、

半導体排ガス除害装置、攪拌機等

当社、㈱菱化製作所、化工機商事㈱

MKK EUROPE.B.V.（非連結子会社）

化工機テクノ㈱（非連結子会社）

　（注）　非連結子会社は、いずれも持分法非適用会社

　事業の系統図は概ね次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

化工機プラント

環境エンジ㈱

（注）

川崎市

川崎区
100

エンジニアリング

事業
100

当社製品の設計・建設・据付業務

当社より事務所賃借

資金援助あり

役員の兼任あり

㈱菱化製作所
北九州市

八幡西区
60

エンジニアリング

事業

単体機械事業

100

当社製品の機器製作・据付業務

当社より工場用地及び工場・事務

所賃借

資金援助あり

役員の兼任あり

化工機商事㈱
川崎市

川崎区
50 単体機械事業 100

当社製品の加工・組立役務提供業

務

当社より事務所賃借

役員の兼任あり

　（注）化工機プラント環境エンジ㈱については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 8,249百万円

　 (2) 経常利益 326百万円

　 (3) 当期純利益 341百万円

　 (4) 純資産額 985百万円

　 (5) 総資産額 4,319百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

エンジニアリング事業 510  

単体機械事業 280  

全社（共通） 118  

合計 908  

　（注）　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

598 43.5 16.8 6,855,391

　（注）１．本人員表には出向、休職35人を含めておりません。

２．平均年間給与は、税込金額によるものであり、基準外賃金及び賞与その他の臨時給与を含めております。

(3)労働組合の状況

　当社には三菱化工機労働組合（連合ＪＡＭ所属）があり、その組合員数は平成20年３月末現在346人（出向、休職

11人を含む）であります。

　なお、労使関係において特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は好調な企業業績を背景に民間設備投資と個人消費が堅調に推移

し、回復基調を維持してきました。しかし、後半には、原油及び原材料価格の高騰に加え、国際的な金融不安、円高等

を受け、企業の収益と設備投資の増勢が鈍化し、また個人消費の伸び悩みもあり、景気は停滞色を強めました。

このような事業環境の下、当社グループは、製品・装置のコスト低減と品質向上に努めるとともに、積極的な営

業活動を展開し、受注の確保・拡大に取り組んでまいりました。また、新製品・新技術の育成、営業・技術部門の組

織見直し、生産設備の改善を目的とした設備投資、管理・営業・技術各部門の人員増強、内部統制システムの構築

等を行い、事業基盤の整備に努めるとともに、業務の効率化を推進し、業績の向上に努めてまいりました。

当連結会計年度の売上高は、受注高の増加と前連結会計年度受注工事の売上への寄与により、49,707百万円と前

連結会計年度（41,438百万円）を20.0％上回りました。損益面におきましては、売上高の増加により営業利益は

3,389百万円（前年同期比 7.4％増）、経常利益2,627百万円（同 23.0％増）となりました、また、厚生年金基金代行

返上益を特別利益として計上しましたので、当期純利益は3,699百万円（同 210.6％増）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　エンジニアリング事業については、売上高は34,236百万円(前年同期比20.6％増)、営業利益は142百万円（同 70.3％

減）となりました。

　単体機械事業については、売上高は15,470百万円(前年同期比18.6％増)、営業利益は3,247百万円（同 21.4％増）と

なりました。

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前当期純利益の計上、減価

償却費の計上等の営業活動及び長期借入により資金が増加したため、固定資産の取得等に資金を使用いたしました

が、前連結会計年度末に比べ2,011百万円増加し、当連結会計年度末は8,420百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度より4,099百万円減少し、1,233百万円となりました。

　これは、売上債権の増加（2,086百万円）、法人税等の支払（1,364百万円）等に資金を使用いたしましたが、減価

償却費の計上（743百万円）、前受金の増加（705百万円）、退職給付引当金の増加（543百万円（厚生年金基金代

行返上益3,501百万円を除く））に加え、税金等調整前当期純利益の計上6,159百万円（ただし、厚生年金基金代行

返上益3,501百万円を含むため、実質的な資金増加は2,657百万円）等により資金が増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より144百万円減少し、881百万円となりました。

　これは主に投資有価証券の売却により80百万円の収入がありましたが、生産設備の改善等、固定資産の取得によ

る支出に945百万円使用したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、1,799百万円（前年同期は6,121百万円の使用）となりました。

　これは主に配当金の支払（197百万円）に資金を使用いたしましたが、長期借入による収入（2,000百万円）が

あったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

エンジニアリング事業（百万円） 34,236 120.6

単体機械事業（百万円） 15,470 118.6

合計（百万円） 49,707 120.0

　（注）１．金額は販売価額によっております。なお、セグメント間の内部売上高又は振替高はありません。

２．上記の金額は、消費税等を含んでおりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

エンジニアリング事業 38,401 99.7 36,396 112.9

単体機械事業 17,904 117.4 9,985 132.2

合計 56,305 104.7 46,381 116.6

　（注）　上記の金額は、消費税等を含んでおりません。

(3)販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

エンジニアリング事業（百万円） 34,236 120.6

単体機械事業（百万円） 15,470 118.6

合計（百万円） 49,707 120.0

　（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高はありません。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

新日本石油精製㈱ 5,545 13.4 － －

　なお、当連結会計年度における新日本石油精㈱の販売実績は3,005百万円、総販売実績に対する割合は6.0％

であります。

３．上記の金額は、消費税等を含んでおりません。
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３【対処すべき課題】

今後の経済見通しにつきましては、景気が緩やかに回復していくことが期待されますが、原油・原材料高、円高、世界

経済の減速等の懸念材料により、民間設備投資意欲は慎重になっており、景気の先行きは予断を許さない状況にありま

す。

このような状況の下、当社グループは、

①　新技術・新製品開発及び新事業開拓による事業機会の拡大

②　価格競争力強化のためのコストダウンと効率化の推進

③　関連子会社と一体となったグループ経営の推進

④　教育の推進による能力の拡大

⑤　有利子負債の低減による財務体質の改善

⑥　安全管理体制と品質管理体制（ISO9001）の徹底

⑦　環境マネジメント体制（ISO14001）の一層の推進

に取組み、エンジニアリング・単体機械両事業において、積極的な営業活動の展開による受注の増加、新製品・新技術

の開発と市場投入による事業の拡大、コスト低減、品質管理、業務効率化等の一層の徹底による利益体質の定着化をは

かる事であります。

エンジニアリング事業においては、民間設備投資の動向と顧客ニーズに柔軟に対応し、各種化学プラント、水素製造装

置等の一層の受注確保に努めるとともに、バイオガス関連装置、汚泥燃料化システム等の新エネルギー関連装置をはじ

めとする新製品の市場投入を推進してまいります。また、官公庁向けの下水処理装置は、営業体制を地域分散から拠点集

中へと移行し、営業活動の効率化をはかり、受注の確保、品質の向上及びコストダウンを推進してまいります。

単体機械事業においては、好調な受注環境を背景に、主力の三菱油清浄機の更なる拡販を推進してまいります。また、

顧客ニーズに合致する各種分離機・ろ過機等を提案するため、営業、技術対応を強化するとともに、今後需要が期待され

る船舶のバラスト水処理装置等をはじめとする新製品の市場投入を推進してまいります。併せて、更なる生産設備の改

善・増強に必要な設備投資、三菱油清浄機の販売体制強化等の諸施策を行い、事業基盤を整備・強化いたします。

全社的には、設計費、現地工事費等のコストダウンの強化、品質の向上、業務の効率化と財務体質の更なる改善等の諸

施策を推進してまいります。

また、引き続き法令遵守の徹底と、会社法及び金融商品取引法に対応した内部統制システムの整備・強化をはかり、社

会的に信頼される企業集団となるよう努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、次のようなものがあります。

　なお、本項における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）現在において判断したものであ

ります。

(1)経済情勢

　当社グループの主要顧客である化学・石油・ガス業界及び公共下水処理等の設備投資の動向により、当社グループ

の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2)価格競争

　当社グループの受注は請負契約が主体であり、激化する価格競争の中で、競合先に対して価格優位性が保てない場

合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3)資材調達コスト

　受注から引渡しまでの工期が長期に亘る工事もあり、急激な素材価格等の上昇は、当社グループの業績及び財政状態

に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4)品質問題

　多額のコストを必要とする製品欠陥が発生する場合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

(5)技術者の確保・育成

　当社グループの事業に必要な技術を有するエンジニアの確保と育成ができない場合には、当社グループの業績及び

財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(6)研究開発・技術提携

　研究開発の結果生み出した新製品・新技術及び技術提携により導入した技術が販売目標を達成できない場合、当社

グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7)取引先企業の信用

　顧客企業及び仕入先企業の業績不振、倒産等によって入金遅延、納期遅延等が発生する場合、当社グループの業績及

び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8)為替レートの変動

　外貨建取引における他の通貨に対する円高は、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

(9)株価下落

　当社グループは取引先、金融機関等の市場性のある有価証券を保有しておりますが、株価の下落によって保有有価証

券に評価損が発生し、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(10)退職給付債務

　当社グループの退職給付費用は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率により算

出しており、割引率の低下や年金資産運用利回りの悪化は、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能

性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)当社が技術援助を与えている契約

相手方の名称 内容 契約期間

韓国

㈱三工社
油清浄機の製作販売

平成20年４月１日から

５年間

(2)当社が技術導入をしている契約

相手方の名称 内容 契約期間

独国

ケーエムピーティ社
遠心分離機、乾燥機の製作販売

昭和39年６月２日から

平成20年12月31日まで

独国

リードハンマー社

リードハンマー式電極焼成装置の製

作販売

昭和44年１月６日から 

平成20年12月31日まで

米国

イートン社
ヘイワード・ストレイナの製作販売

昭和44年１月28日から

平成22年４月23日まで

米国

シュナイダー・マリタル・トラスト
シュナイダーフィルタの製作販売

昭和48年３月１日から

平成27年12月31日まで

独国

リッテルハウス＆プレッヒェル社
ベルト脱水プレスの製作販売

昭和51年２月９日から

無期限

独国

バブコック・フォイエルングスシステム社
不活性ガス発生装置の製作販売

昭和56年６月26日から

平成21年６月25日まで

米国

エアー・プロダクツ・ジャパン社

プリズム膜を組込んだ水素分離シス

テムの製作販売

昭和60年６月14日から

平成21年６月13日まで

英国

バブコック・キング・ウィルキンソン社

ＬＯＭＩ法による化学的除染方法に

係る技術

昭和61年３月29日から

無期限

米国

ワーレイ・パーソンズ・インターナショナ

ル社

硫黄回収装置の製作販売
平成12年３月１日から

無期限

オーストリア国

ＡＡＴ社

無動力メタン発酵装置、メンブレンガ

ス貯留装置の製作販売

平成14年５月17日から

平成24年５月16日まで

英国

サザンウォーター社
超高速沈殿装置の技術

平成16年７月２日から

平成26年７月１日まで

米国

ＮＥＩトリートメントシステムズ社
バラスト水処理装置の製作販売

平成18年８月28日から

平成28年８月28日まで
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６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、研究開発グループを中心に関係技術部門と密接な連携をはかり、既存技術・各種

装置の高度化並びに技術の差別化・競争力の向上を目指した開発を行っております。また、新分野への積極的展開及

び新技術・新製品開発を行っており、当連結会計年度の研究開発費は、エンジニアリング事業372百万円、単体機械事

業124百万円の総額497百万円であります。主な研究開発は次のとおりであります。

（エンジニアリング事業）

下水汚泥を利用したバイオマス燃料製造システム（MegaFuel System）

本技術は下水汚泥から固形燃料を製造することを目的として開発され、平成17年度及び平成18年度に、ＮＥ

ＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の産業技術実用化助成事業の採択を受け、実証

試験を実施し、成功裡に開発技術の実証を終えております。

この結果を踏まえ、本技術の事業化に当たり公的機関の確認を得るべく、財団法人下水道新技術推進機構

（以下推進機構）、滋賀県琵琶湖環境部下水道課（以下滋賀県）、三菱商事株式会社及び当社の４者で、推進

機構の管理者参加型民間共同研究への参加を決定し、平成19年9月に協定を締結いたしました。

本研究は、下水汚泥をバイオマス燃料化することを目的としており、平成20年2月に設備の建設を完了し、バ

イオマス燃料の製造実験を開始しました。なお、燃料製造実験を含む共同実験は、平成21年3月に終了の予定で

あります。

本技術は、国土交通省が下水道2100ビジョンで進める施策に適合するものであり、当社といたしましても地

方自治体を対象として、積極的に普及をはかってまいります。

また、今後、民間企業からの一号機の受注を得るべく、積極的に営業活動を行う予定であります。

バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）製造プラント

ＢＤＦは、ひまわり・菜種などの植物油を原料とし、環境対策に優れた軽油代替燃料として、今後の普及が

期待されております。現在、国内でのＢＤＦ製造は、廃食用油を原料とする小規模な装置が主流となっており

ますが、石油資源枯渇、二酸化炭素排出量削減といった日本の抱える諸問題を解決するためには、飛躍的な技

術が必要とされております。

当社は、食用となる植物油精製プラントでの多くの実績と、ＢＤＦ製造工程で重要な役割を果たす遠心分離

技術における強みを活かし、技術開発に取り組んでまいりました。

ＢＤＦプラントの中核となるエステル化反応は、筑波大学発ベンチャー企業のサンケァフューエルス（Ｓ

ＣＦ）社開発のプロセスであり、平成19年3月に本プロセスによるパイロットプラントをＳＣＦ社に納入し、

プロセス検証を経て製品サンプル出荷を行い、関係機関の高い評価を得て走行試験を終えております。

ＳＣＦ社は、山梨等一部地域での販売を開始しています。

また、現在、本パイロットプラントを利用して、同社と共同研究開発を行っており、品質・コストとも軽油代

替となるバージンオイルを原料とした大規模な製造プラントの実現に向け、研究を進めております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）当連結会計年度の財政状態の分析

　当社グループの当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,158百万円増加し、54,326百万円となりま

した。

　流動資産は、主に現金及び預金の増加2,011百万円、受取手形及び売掛金の増加2,086百万円、たな卸資産の増加511

百万円等の影響により、前連結会計年度末に比べ4,305百万円増加の37,168百万円となりました。

　固定資産は、工場の拡張・改修工事、生産設備の取得等による有形固定資産の増加366百万円がありましたが、株価

下落により時価のある有価証券の評価差額が減少したこと等による投資有価証券の減少2,378百万円等により、前連

結会計年度末に比べ2,146百万円減少の17,158百万円となりました。

　負債は、厚生年金基金の代行返上により退職給付引当金が2,958百万円減少いたしましたが、長期借入金の増加

2,000百万円、前受金の増加705百万円、その他諸負債の増加の影響により、前連結会計年度末に比べ70百万円増加の

34,073百万円となりました。

　純資産は、その他有価証券評価差額金が1,409百万円減少いたしましたが、主に当期純利益の計上による利益剰余金

の増加3,501百万円の影響により、前連結会計年度末に比べ2,088百万円増加の20,253百万円となりました。

　また、資金状況につきましては、営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度より4,099百万円減少し、1,233百

万円となりました。これは、売上債権の増加（2,086百万円）、法人税等の支払（1,364百万円）等に資金を使用いた

しましたが、減価償却費の計上（743百万円）、前受金の増加（705百万円）、退職給付引当金の増加（543百万円

（厚生年金基金代行返上益3,501百万円を除く））に加え、税金等調整前当期純利益の計上6,159百万円（ただし、厚

生年金基金代行返上益3,501百万円を含むため、実質的な資金増加は2,657百万円）等により資金が増加したためで

あります。

　投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より144百万円減少し、881百万円となりました。これは、前連結会

計年度は3百万円であった投資有価証券の売却による収入が80百万円あったことに加え、生産設備の改善等、固定資

産の取得による支出が945百万円と前連結会計年度に比べ127百万円減少したこと等によるものであります。

　財務活動の結果得られた資金は、1,799百万円（前年同期は6,121百万円の使用）となりました。これは、前連結会計

年度は、借入金の返済及び社債の償還に6,120百万円を使用しましたが、当連結会計年度は、借入金の調達を実施し、

長期借入による収入2,000百万円があったこと、また、配当金の支払197百万円に資金を使用したこと等によるもので

あります。

　以上及び現金及び現金同等物に係る換算差額により、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の6,408百万

円から2,011百万円増加し、8,420百万円となりました。
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(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の売上高は、受注高の増加と前連結会計年度受注工事の売上への寄与により、前連

結会計年度に比べ 8,269百万円増加の49,707百万円となりました。

　売上原価は、売上高の増加に加え、売上原価率が81.3％と前連結会計年度（79.2％）より上昇したこともあり、前連

結会計年度に比べ7,614百万円増加し、40,423百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、人件費及び研究開発費等の増加により、前連結会計年度に比べ、419百万円増加の5,893百

万円となりました。

　この結果、営業利益は、3,389百万円と前連結会計年度3,155百万円と比べ、234百万円増加いたしました。

　事業の種類別セグメントの営業利益の状況は、次のとおりであります。

エンジニアリング事業では、営業面においては、設備投資における顧客ニーズに的確に対応した積極的な営業活

動を展開するとともに、技術面においては、これまで蓄積してきた技術力を活用した上で、更なる品質向上とコスト

低減に努め、お客様にご満足いただけるプラント・装置の設計・建設に努めました。また、新製品・新技術としての

汚泥燃料化システムの開発、プロジェクト・設計業務の効率化を目的とした組織変更等の諸施策を行いました。

この結果、前連結会計年度受注分が売上に寄与したこともあり、売上高は増加しましたが、売上原価率が上昇した

ことに加え、販売費及び一般管理費も増加したため、営業利益は142百万円と前連結会計年度478百万円に比べ、336

百万円の減少となりました。

単体機械事業では、営業面においては、主力製品である三菱油清浄機の拡販と、顧客ニーズを重視した各種単体機

械の営業活動に注力しました。技術面においては、これまで蓄積してきた技術及び品質管理を活用し、お客様にご満

足いただける製品の製造及び技術対応に努めました。

この結果、主力の三菱油清浄機が累計台数８万台を達成したことをはじめ、各種分離機・ろ過機等において順調

に成約を重ねることができ、売上高は、受注状況を反映して前連結会計年度に比べ増加となり、販売費及び一般管理

費も増加しましたが、営業利益は3,247百万円と前連結会計年度2,676百万円に比べ、571百万円の増加となりました。

　営業外損益において、退職給付会計基準変更時差異償却584百万円等を計上しましたが、経常利益は2,627百万円と

前連結会計年度2,135百万円に比べ、491百万円の増加となりました。

　また、特別利益として厚生年金基金代行返上益3,501百万円、投資有価証券売却益50百万円を計上し、特別損失とし

て投資有価証券評価損19百万円を計上いたしました。

　以上の結果、税金等調整前当期純利益は6,159百万円、当期純利益は3,699百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産性の向上及び業務の更なる効率化をはかるため、エンジニアリング

・単体機械の２事業において、工場の拡張・改修工事、工場機械設備、ＩＴ（情報技術）関連投資を中心に 729百万円

の設備投資を実施いたしました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

土地
（百万円）
（面積㎡）

建物
(百万円)

機械及び
設備
（百万円）

工具及び
器具備品
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社・川崎製作所

（川崎市川崎区）

エンジニアリ

ング事業

単体機械事業

本社・営業・

設計業務用施

設及び一般化

学工業用機械

製造設備

59

(51,870)
712 924 222 93 2,011 431

本社営業事務所

（川崎市川崎区）
同上

営業業務用施

設

181

(363)
85 － 2 － 270 84

四日市工場

（三重県四日市市）
同上

一般化学工業

用機械製造設

備

89

(23,282)
43 53 3 8 197 17

鹿島工場

（茨城県神栖市）
同上 同上

163

(26,275)
26 19 1 5 217 11

横浜地区

（横浜市鶴見区・旭区）
　 厚生施設

29

(7,294)
582 0 4 11 629 －

九州地区

（北九州市八幡西区）

エンジニアリ

ング事業

単体機械事業

工場用地及び

業務用施設

（注２）

541

(10,910)
392 － 1 19 953 －

　（注）１．帳簿価額のその他は、構築物、車輌及び運搬具であり建設仮勘定を含めておりません。

２．北九州市の工場用地及び業務用施設は、一部を㈱菱化製作所に賃貸しております。
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(2）国内子会社
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

土地
（百万円）
（面積㎡）

建物
（百万円）

機械及び
設備
（百万円）

工具及び
器具備品
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

化工機商事㈱

本社

（川崎市川崎

区）

単体機械事

業

本社・営業

業務用施設
－ 2 0 1 0 5 53

化工機商事㈱

鹿島工場

（茨城県神栖

市

同上

工業用洗浄

剤製造設備

他

－ 29 2 0 0 32 3

化工機プラン

ト環境エンジ

㈱

本社

（川崎市川崎

区）

エンジニア

リング事業

本社・営業

・設計業務

用施設

－ 6 5 24 1 37 77

㈱菱化製作所

本社

（北九州市八

幡西区）

エンジニア

リング事業

単体機械事

業

本社・営業

・設計業務

用施設及び

一般化学工

業用機械製

造設備

－ 11 57 9 2 80 43

　（注）１．帳簿価額のその他は、構築物、車輌及び運搬具であり建設仮勘定を含めておりません。

２．㈱菱化製作所の土地及び建物は、提出会社より賃借しております。

(3）在外子会社

　在外子会社に主要な設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

（1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

当社鹿島工場
茨城県神栖

市

エンジニア

リング事業

単体機械事

業

工場増設　 430 － 自己資金　
平成

20.2

平成

20.10　
100％増加
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数　（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,139,500 79,139,500

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 79,139,500 79,139,500 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
　（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

昭和51年４月１日（注） 7,194,500 79,139,500 359 3,956 △359 4,202

　（注）　無償株主割当　１：0.1

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 43 52 134 52 2 8,723 9,006 －

所有株式数（単元） － 22,367 1,881 19,537 2,676 2 32,447 78,910 229,500

所有株式数の割合

（％）
－ 28.35 2.38 24.76 3.39 0.00 41.12 100.00 －

　（注）１．「その他の法人」欄には8単元、証券保管振替機構名義の株式が含まれております。

２．自己株式46,788株は、「個人その他」欄に46単元、「単元未満株式の状況」欄に788株を含めて記載しており

ます。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱重工業株式会社 東京都港区港南2-16-5 4,882 6.17

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-3-1 4,864 6.15

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 4,268 5.39

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 3,931 4.97

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 3,906 4.94

東京海上日動火災保険株式会

社
東京都千代田区丸の内1-2-1 2,403 3.04

三菱化工機取引先持株会 川崎市川崎区大川町2-1 2,063 2.61

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 1,502 1.90

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口
東京都中央区晴海1-8-11 1,496 1.89

三菱化工機従業員持株会 川崎市川崎区大川町2-1 1,437 1.82

計 － 30,755 38.86

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      46,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  78,864,000 78,864 同上

単元未満株式 普通株式     229,500 － 同上

発行済株式総数 79,139,500 － －

総株主の議決権 － 78,864 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、8,000株（議決権の数8個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱化工機株式会社
川崎市川崎区大川町

２番１号
46,000 － 46,000 0.06

計 － 46,000 － 46,000 0.06
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6,844 3,001,471

当期間における取得自己株式 860 288,100

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 46,788 － 47,648 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及

び売渡による株式は含まれておりません。 

３【配当政策】

当社は、株主各位に対する利益還元を最重要政策としており、そのため長期にわたる安定的な経営基盤と内部留保の

充実をはかりつつ、成果の配分を行うことを配当政策の基本としております。

内部留保金につきましては、財務体質の強化、新製品・新技術の開発、生産設備の改善・増強など将来の事業展開に

備えるための資金に充てることとしております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び財務体質を勘案し、前期に比べ１株につき2円50

銭増配し、１株当たり5円00銭の配当を実施することを決定いたしました。

当社は、「取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

 平成20年6月27日

定時株主総会決議
395 5.0
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 209 253 582 483 663

最低（円） 121 118 169 277 226

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 486 464 400 322 295 272

最低（円） 403 338 331 231 243 226

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】
　 （平成20年６月27日現在）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長
　 波多野　怜 昭和20年５月21日生

昭和43年４月

平成13年６月

平成15年６月

三菱重工業㈱入社

同社取締役工作機械事業部長

当社取締役社長（現任）

１年 21

代表取締役

取締役副社

長

社長特命事項及

び内部監査室、企

画開発部、業務部

担当

山中　菊雄 昭和22年４月７日生

昭和45年４月

平成12年４月

平成12年６月

平成16年２月

平成16年６月

平成17年４月

平成17年６月

平成18年６月

平成20年６月

　

当社入社

機械事業本部長

取締役機械事業本部長

取締役技術生産本部長

常務取締役技術生産本部長

常務取締役（単体機械担当）

取締役（単体機械担当）

常務取締役（単体機械担当）

取締役副社長（社長特命事項及

び内部監査室、企画開発部、業務

部担当）（現任）

１年 27

代表取締役

常務取締役

エンジニアリン

グ(産業システム)

担当

梅村　英男 昭和22年７月26日生

昭和46年４月

平成13年５月

平成13年６月

平成14年４月

平成16年２月

平成17年４月

平成19年６月

　

当社入社

副事業統括（技術担当）

取締役副事業統括（技術担当）

取締役プラント・環境副事業統

括兼VEセンター長

取締役企画開発本部長

取締役（エンジニアリング(産

業システム)担当）

常務取締役（エンジニアリング

(産業システム)担当）（現任）

１年 11

取締役 　 小宮　修 昭和26年１月１日生

昭和48年４月

平成19年４月

平成20年６月

三菱商事㈱入社

同社執行役員船舶・交通・宇宙

航空事業本部長（現任）

当社取締役（現任）

１年 －

取締役

エンジニアリン

グ(環境システム)

担当

水島　徳康 昭和23年12月19日生

昭和46年４月

平成14年10月

平成15年６月

平成15年８月

平成17年４月

平成17年６月

　

当社入社

環境事業本部大阪支社長

化工機プラント環境エンジ㈱取

締役

同社取締役社長

当社社長付（エンジニアリング

(環境システム)担当）

取締役（エンジニアリング(環

境システム)担当）（現任）

１年 10

取締役 単体機械担当 内田　則一 昭和23年２月20日生

昭和45年４月

昭和48年９月

平成17年４月

平成17年６月

平成20年６月

　

新日本工業㈱入社

当社入社

社長付（管理担当）

取締役（管理担当）

取締役（単体機械担当）（現

任）

１年 15
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

管理担当（事務

部、安全品質環境

保証部、資材部担

当）

貞苅　厚 昭和24年10月13日生

昭和47年４月

平成19年４月

平成20年６月

　

当社入社

管理担当取締役付

取締役（管理担当（事務部、安

全品質環境保証部、資材部担

当））（現任）

１年 13

常勤監査役 　 紺道　徹 昭和24年12月12日生

昭和47年４月

平成13年２月

平成13年３月

平成16年６月

㈱三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行

同行資産運用事業部部長

日本確定拠出年金コンサルティ

ング㈱取締役副社長

当社常勤監査役（現任）

４年 1

常勤監査役 　 垣下　貴男 昭和23年12月27日生

昭和47年４月

平成12年６月

平成19年４月

平成19年６月

当社入社

資材部長

社長付

常勤監査役（現任）

４年 10

監査役 　 福家　弘行 昭和17年３月８日生

昭和35年３月

昭和39年12月

昭和45年３月

昭和46年４月

昭和48年２月

昭和48年３月

平成７年７月

平成16年11月

平成17年６月

平成18年６月

平成18年６月

平成19年６月

陽光産業㈱入社 

税理士試験合格 

関沢公認会計士協同事務所入所

 

昭和監査法人（現新日本監査法

人）入所

公認会計士第三次試験合格

公認会計士登録

太田昭和監査法人（現新日本監

査法人）代表社員

税理士登録

新日本監査法人退職

富士通コンポーネント㈱社外監

査役（現任）

㈱朝日ラバー社外監査役（現

任）

当社監査役（現任）

４年 －

　 　 　 　 計 　 108

　（注）１．取締役　小宮　修は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　紺道 徹及び福家 弘行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役７名は、平成20年6月27日開催の第84回定時株主総会で選任されたものであります。

４．監査役のうち紺道 徹は、平成20年6月27日開催の第84回定時株主総会で、垣下 貴男及び福家 弘行は、平成19

年6月28日開催の第83回定時株主総会で、それぞれ選任されたものであります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主始めすべてのステーク・ホルダーとの信頼関係をより強化するため、効率的な経営体質・

体制を確立するとともに公正で透明性の高い経営を行うことが、コーポレート・ガバナンスの基本と考えておりま

す。

また、企業の社会的責任を認識し、法令遵守はもとより企業倫理に基づく行動の徹底をはかり、より信頼される企

業を目指し、効率的な事業活動を推進していくこととしております。

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

・当社は、監査役制度採用会社であります。

・取締役会は、当事業年度末現在、６名の取締役からなり、うち１名が社外取締役であります。取締役会は、毎月１

回及びその他必要に応じ開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項を

決定するとともに業務執行状況を監督する機関と位置付けております。なお、取締役数は10名以内とする旨定

款で定めております。

また、意思決定の迅速化と業務運営の効率化をはかるため、取締役、部門長等並びに監査役からなる経営会議を

原則毎月２回開催し、取締役会審議事項の事前審議及びその他の重要事項について審議・決定を行っておりま

す。

なお、取締役会及び経営会議には、監査役が出席し、意見表明できる体制となっております。

・監査役会は、当事業年度末現在、３名の監査役からなり、うち２名が社外監査役であります。各監査役は、毎月１

回監査役会を開催し、各事業年度の監査計画に従い、取締役会、経営会議をはじめ社内主要会議への出席、重要

書類の閲覧、定期的な各部門及び子会社の調査、代表取締役及び取締役に対する業務執行状況等の聴取などを

通じた監査を行い、都度、監査役会にて報告が行われております。

　また、会計監査人との定期的な協議により相互連携をはかっております。

・今後とも、取締役会、監査役会の一層の機能強化を行い、コーポレート・ガバナンスの確立に努める所存であり

ます。また、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、経営の公正性と透明性を高める

ため、積極的かつ迅速な情報開示に努めるとともに、インターネットを通じて財務情報の提供を行う等幅広く

情報開示にも努めております。

・当社と上記の社外取締役１名及び社外監査役２名との間には、特段の人的、資本的関係はありません。

　当社は、社外取締役１名及び社外監査役２名と会社法第423第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

・後記の「(3)リスク管理体制の整備の状況」で記述の内部統制チーム６名及び内部監査室22名（他部門との兼

務を含む）が、当社グループの内部統制システムの構築運営状況のモニタリング、個々の業務活動の適正化の

調査並びに各部門内のチェックの有効性を確認することにより内部監査を実施しております。

　また、業務決裁基本規程を制定し、業務決裁基準及び業務決裁手続きを規定し決裁基準を遵守することとして

おります。

　なお、グループ会社については、関係会社管理規程を制定し、運用しております。

・会計監査人は、新日本監査法人を選任し、監査契約のもと公正不偏の立場から監査が実施される環境を整備し

ております。

当社の会計監査業務を執行した当該監査法人に所属する公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数は次

のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

業務執行社員 藤田  紳 新日本監査法人 －

舩山　卓三 －

上田  雅之 －

また、当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名、会計士補（公認会計士試験合格者を含む）13

名であります。

・顧問弁護士は、法律上の判断が必要な場合に、随時相談・確認するなど、経営に法律面のコントロール機能が働

くようにしております。

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

23/83



(3)リスク管理体制の整備の状況

当社は、コンプライアンス重視の経営体制確立が、重要な課題と位置付け、平成15年９月に社長直属の機関とし

て法令遵守担当常務取締役を委員長（平成17年６月に法令遵守担当取締役を委員長に変更。）とするコンプライ

アンス委員会を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス施策の企画・立案・実施・見直しをはかっており

ます。平成15年12月に従来の当社行動憲章を当社グループ全体に適用するため「三菱化工機グループ行動憲章」

を制定、さらに企業の社会的責任を認識し、法令遵守はもとより企業倫理に基づく行動の徹底を図るため、平成16

年４月に「三菱化工機グループコンプライアンス行動基準」を制定し、５月より当社グループ全体の全役員及び

全従業員を対象としたコンプライアンス研修を実施し、周知徹底をはかっております。

当社は、取締役会の補佐機能として、平成16年６月に社長を委員長とし、各担当本部長及び常勤監査役からなる

内部統制委員会（平成17年６月に管理担当取締役を委員長とし、各担当取締役及び常勤監査役からなる委員会に

改組した。）を発足させ、さらに、同委員会の下部組織として各部門長より選出したチーム員からなる内部統制

チームを設置しました。これらの委員会・チーム及び内部監査室が、「当社グループ行動憲章及びコンプライア

ンス行動基準」に則した当社グループ全体の内部統制システムの構築運営状況のモニタリング、個々の業務活動

の適正性の調査並びに各部門内のチェックの有効性を確認しております。

さらに、平成18年５月開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの構築

に関する基本方針）について決議し、この方針に基づいてシステムを構築し、一層の内部統制の充実・強化をは

かることとしております。

また、平成17年４月に施行された個人情報保護法については、同年３月に当社の個人情報保護方針(プライバ

シー・ポリシー )を制定し、当社グループの全役員及び全従業員を対象として同法の目的・意義等の理解の促進

と遵守徹底のために教育研修を継続しております。さらに、内部統制システムの構築に併せて、情報セキュリ

ティー管理規程を制定するなど情報セキュリティー管理体制の見直しを進めております。さらに、グループの事

業を取り巻く様々なリスクの防止及び会社損失の最小化をはかるため、リスク管理委員会を設置し、リスク管理

体制の確立をはかっております。
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(4)役員報酬の内容

社内取締役の年間報酬総額　190百万円

社外取締役の年間報酬総額　  6百万円

監査役の年間報酬総額　　　 45百万円

(5)監査報酬の内容

①公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　36百万円

②上記①以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   10百万円

(6)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

(7)取締役会で決議することができる株主総会決議事項

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって

毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

また、当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款で定めております。これは、当社の業務または財産の状況、その他の事情に対応して、

機動的に自己の株式を取得することを可能にするためであります。

(8)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人

により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  6,409   8,421  

２．受取手形及び売掛金 (※５)  20,657   22,744  

３．たな卸資産 　  4,753   5,265  

４．繰延税金資産 　  652   567  

５．その他 　  419   206  

貸倒引当金 　  △30   △36  

流動資産合計 　  32,863 63.0  37,168 68.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 (※1,2)       

(1）建物及び構築物 　  1,903   2,063  

(2）機械装置及び運搬具 　  1,000   1,076  

(3）土地 　  1,320   1,313  

(4）その他 　  390   526  

有形固定資産合計 　  4,614 8.8  4,980 9.2

２．無形固定資産 　  782 1.5  755 1.4

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 (※2,3)  13,411   11,033  

(2）長期貸付金 　  52   49  

(3）繰延税金資産 　  249   175  

(4）その他 (※３)  255   241  

貸倒引当金 　  △62   △78  

投資その他の資産合計 　  13,907 26.7  11,422 21.0

固定資産合計 　  19,304 37.0  17,158 31.6

資産合計 　  52,168 100.0  54,326 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 　  14,065   14,240  

２．短期借入金 (※２)  6,000   6,000  

３．未払法人税等 　  1,160   993  

４．前受金 　  1,502   2,208  

５．賞与引当金 　  599   684  

６．役員賞与引当金 　  47   59  

７．工事補償引当金 　  229   129  

８．受注工事損失引当金 　  33   126  

９．その他 　  883   929  

流動負債合計 　  24,520 47.0  25,372 46.7

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 (※２)  947   2,947  

２．繰延税金負債 　  395   531  

３．退職給付引当金 　  7,985   5,026  

４．役員退職慰労引当金 　  151   194  

５．その他 　  3   0  

固定負債合計 　  9,482 18.2  8,701 16.0

負債合計 　  34,003 65.2  34,073 62.7

　 　       

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,956 7.6  3,956 7.3

２．資本剰余金 　  4,202 8.0  4,202 7.7

３．利益剰余金 　  4,989 9.6  8,490 15.6

４．自己株式 　  △8 △0.0  △11 △0.0

　　株主資本合計 　  13,141 25.2  16,639 30.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  5,023 9.6  3,613 6.7

　　評価・換算差額等合計 　  5,023 9.6  3,613 6.7

純資産合計 　  18,164 34.8  20,253 37.3

負債及び純資産合計 　  52,168 100.0  54,326 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  41,438 100.0  49,707 100.0

Ⅱ　売上原価 　  32,808 79.2  40,423 81.3

売上総利益 　  8,629 20.8  9,283 18.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 (※１)       

１．販売手数料 　 294   330   

２．見積設計費 　 1,026   934   

３．広告宣伝費 　 43   48   

４．貸倒引当金繰入額 　 3   22   

５．役員報酬 　 226   241   

６．従業員給料手当 　 1,396   1,540   

７．賞与引当金繰入額 　 156   207   

８．役員賞与引当金繰入額 　 47   59   

９．退職給付引当金繰入額 　 197   151   

10．役員退職慰労引当金繰
入額

　 50   58   

11．旅費交通費 　 240   266   

12．賃借料 　 118   122   

13．減価償却費 　 190   223   

14．研究開発費 　 249   497   

15．その他 　 1,231 5,474 13.2 1,188 5,893 11.9

営業利益 　  3,155 7.6  3,389 6.8

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 2   2   

２．受取配当金 　 153   186   

３．為替差益 　 30   －   

４．雑収益 　 9 196 0.5 13 202 0.4
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 160   158   

２．退職給付会計基準変更
時差異償却

　 828   584   

３．為替差損 　 －   140   

４．雑損失 　 226 1,215 2.9 81 965 1.9

経常利益 　  2,135 5.2  2,627 5.3

Ⅵ　特別利益 　       

１．厚生年金基金代行返上
益

　 －   3,501   

２．投資有価証券売却益 　 － － － 50 3,551 7.1

Ⅶ　特別損失 　       

１．投資有価証券評価損 　 － － － 19 19 0.0

税金等調整前当期純利
益

　  2,135 5.2  6,159 12.4

法人税、住民税及び事業
税

　 1,439   1,198   

法人税等調整額 　 △494 944 2.3 1,262 2,460 5.0

当期純利益 　  1,190 2.9  3,699 7.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 3,808 △6 11,961

連結会計年度中の変動額      

役員賞与（注）   △9  △9

当期純利益   1,190  1,190

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 1,181 △1 1,179

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 4,989 △8 13,141

 

評価・換算
差額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

4,853 16,814

連結会計年度中の変動額   

役員賞与（注）  △9

当期純利益  1,190

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

169 169

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

169 1,349

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,023 18,164

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 4,989 △8 13,141

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △197  △197

当期純利益   3,699  3,699

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 3,501 △3 3,498

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 8,490 △11 16,639
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評価・換算
差額等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,023 18,164

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当  △197

当期純利益  3,699

自己株式の取得  △3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,409 △1,409

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,409 2,088

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,613 20,253
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 2,135 6,159

減価償却費 　 555 743

貸倒引当金の増減額 　 △6 21

賞与引当金の増加額 　 － 85

役員賞与引当金の増加
額

　 47 12

工事補償引当金の増減
額

　 119 △100

受注工事損失引当金の
増減額

　 △37 92

退職給付引当金の増減
額

　 1,071 △2,958

役員退職慰労引当金の
増加額

　 42 43

受取利息及び配当金 　 △156 △188

支払利息 　 160 158

投資有価証券売却益 　 － △50

投資有価証券評価損 　 － 19

為替差損益 　 － 140

売上債権の増加額 　 △172 △2,086

たな卸資産の増加額 　 △673 △511

前渡金の減少額 　 263 67

仕入債務の増加額 　 2,832 175

前受金の増加額 　 231 705

破産更生債権等の減少
額

　 34 －

その他 　 159 42

小計 　 6,610 2,573

利息及び配当金の受取
額

　 156 188

利息の支払額 　 △130 △165

法人税等の支払額 　 △1,302 △1,364

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 5,332 1,233
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

固定資産の取得による
支出

　 △1,073 △945

固定資産の売却による
収入

　 0 20

投資有価証券の取得に
よる支出

　 △3 △48

投資有価証券の売却に
よる収入

　 3 80

長期貸付金の貸付によ
る支出

　 △2 △2

長期貸付金の回収によ
る収入

　 5 5

その他 　 43 8

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,025 △881

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入金の純増減額 　 △3,020 －

長期借入れによる収入 　 200 2,000

長期借入金の返済によ
る支出

　 △300 －

社債償還による支出 　 △3,000 －

配当金の支払による支
出

　 － △197

自己株式の取得による
支出

　 △1 △3

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △6,121 1,799

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 30 △140

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

　 △1,783 2,011

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 8,192 6,408

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※ 6,408 8,420
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　３社

連結子会社の名称

化工機プラント環境エンジ㈱

㈱菱化製作所

化工機商事㈱

１．連結の範囲に関する事項

(1)　　　　　　　　 同左

(2)非連結子会社の数　４社

主要な非連結子会社

ＭＫＫ ＥＵＲＯＰＥ Ｂ．Ｖ．(オランダ)

(2)　　　　　　　　 同左

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社４社及び関連会社１社については、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり全体としても重要性がないため、

これらの会社に対する投資については持分法を適用せ

ず、原価法により評価しております。

　なお、ジェーディーシー㈱については、人事、資金、技術

及び取引等いずれも関係なく、当該会社の財務及び営業

の方針に対して影響を与えることができないので関連

会社より除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

同左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致してお

ります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定）

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

ロ．デリバティブ

時価法

ロ．デリバティブ

同左

ハ．たな卸資産

製品、材料及び貯蔵品

……移動平均法による原価法

ハ．たな卸資産

同左

仕掛品

……個別法による原価法
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　31～50年

機械装置及び運搬具　４～13年

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　31～50年

機械装置及び運搬具　４～13年
 （会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ21百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

 （追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ38百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

ロ．無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社

内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法

ロ．無形固定資産

同左

(3)重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

同左

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に

基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

ロ．賞与引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

ハ．役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計

上しております。

（会計方針の変更） 

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。  

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ47百万円減少しておりま

す。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

ハ．役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計

上しております。

ニ．工事補償引当金

　売上完了工事の引渡後発生する補償工事の支出に

備えるため、過去２年間の実績基準に将来の補修見

込を加味して計上しております。

ニ．工事補償引当金

同左

ホ．受注工事損失引当金

工事の損失に備えるため、当連結会計年度末の未

引渡工事のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、

損失額を合理的に見積ることが可能な工事につい

て、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額

を計上しております。

ホ．受注工事損失引当金

同左

ヘ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（8,284百万円）につい

ては、10年による按分額を費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間（10～12年）による定額法により処理し

ております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間（10～12年）による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

ヘ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（8,284百万円）につい

ては、厚生年金基金の代行部分に係るものの消滅を

認識した上で、残額について10年による按分額を費

用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間（11年）による定額法により処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間（10～12年）による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

（追加情報）

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成18年7月28日に厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受けました。

　当連結会計年度末日において測定された返還相当

額（最低責任準備金）は6,916百万円であり、当該返

還相当額（最低責任準備金）の支払が当連結会計

年度末日に行われたと仮定して「退職給付会計に

関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第13号）第44-2項を適用

した場合に生じる利益の見込額は2,512百万円であ

ります。

（追加情報）

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成19年7月1日に厚生労働大臣から過去分返上

の認可を受けました。

　これにより特別利益として3,501百万円計上してお

ります。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

ト．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

ト．役員退職慰労引当金

同左

(4)重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(4)重要なリース取引の処理方法

同左

(5)重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用し、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特例処理を採用してお

ります。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 ………… 輸出入取引

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 …………… 輸出入取引

金利スワップ ……… 借入金の利息

ハ．ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺を目的として

おります。

ハ．ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺及び将来の支

払利息に係る金利変動リスクの低減を目的として

おります。

ニ．　　　―――――――

　

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評価を省略しております。

また、為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の通貨種別、行使日、金額等の条件がほぼ同

一であり、相関関係が高いことから、有効性の評価

を省略しております。

(6)収益及び費用の計上基準

　主として工事完成基準によっておりますが、一部工

事については、工事進行基準によっております。

(6)収益及び費用の計上基準

同左

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　全面時価評価法を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　５年間の均等償却を行っておりますが、金額が僅少な

場合は、発生時の損益として処理しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

38/83



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は18,164百

万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

　　              ――――――――

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結損益計算書）

　営業外収益の「為替差益」は、前連結会計年度は、営

業外収益の「雑収益」に含めて表示しておりました

が、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分

掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業外収益の「雑収益」に

含まれている「為替差益」の金額は15百万円であり

ます。

（連結損益計算書）

　　              ――――――――

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証

券売却益」は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しくなったため、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めております。

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「賞与引当金

の増加額」、「投資有価証券売却益」、「為替差損

益」については、前連結会計年度は「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め、区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含まれている「賞与引当金

の増加額」、「投資有価証券売却益」、「為替差損

益」の金額はそれぞれ108百万円、1百万円、△30百万

円であります。

　営業活動によるキャッシュ・フローの「破産更生債

権等の減少額」は、当連結会計年度において、金額的

重要性が乏しくなったため、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額　　  8,658百万円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額　　  8,866百万円

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産

(1)投資有価証券のうち12,126百万円は、短期借入金

2,890百万円、及び長期借入金220百万円の担保に

供しております。

(1)投資有価証券のうち8,303百万円は、短期借入金

2,890百万円、及び長期借入金220百万円の担保に

供しております。

(2)有形固定資産のうち (2)有形固定資産のうち

建物及び構築物      976百万円

機械装置及び運搬具       138百万円

土地       130百万円

その他の有形固定資産   7百万円

計      1,253百万円

建物及び構築物      1,020百万円

機械装置及び運搬具        142百万円

土地        126百万円

その他の有形固定資産    6百万円

計      1,294百万円

は、短期借入金1,020百万円、及び長期借入金727百

万円の財団抵当及び財団根抵当に供しておりま

す。

は、短期借入金1,020百万円、及び長期借入金727百

万円の財団抵当及び財団根抵当に供しておりま

す。

※３．非連結子会社及び関連会社に係る注記

投資有価証券（非連結子会社の株式）   93百万円

投資その他の資産その他

（関連会社の出資金）　　　　 　　　  12百万円

※３．非連結子会社及び関連会社に係る注記

投資有価証券（非連結子会社の株式）  130百万円

４．偶発債務

　従業員の金融機関よりの借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

従業員（住宅資金）　　　　　　　　　  2百万円

４．偶発債務

　従業員の金融機関よりの借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

従業員（住宅資金）　　　　　　　　　  1百万円

※５． 連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残

高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　 298百万円

※５．              ――――――――

６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額     10,000百万円

借入実行残高 6,000百万円

差引額 4,000百万円

貸出コミットメントの総額     10,000百万円

借入実行残高      6,000百万円

差引額      4,000百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．一般管理費に含まれている研究開発費

249百万円

※１．一般管理費に含まれている研究開発費

   497百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 79,139 － － 79,139

合計 79,139 － － 79,139

自己株式     

普通株式（注） 36 3 － 39

合計 36 3 － 39

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日

定時株主総会
普通株式 197 利益剰余金 2.5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 79,139 － － 79,139

合計 79,139 － － 79,139

自己株式     

普通株式（注） 39 6 － 46

合計 39 6 － 46

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日

定時株主総会
普通株式 197 2.5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 395 利益剰余金 5.0 平成20年3月31日 平成20年6月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金    6,409百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  　 △1百万円

現金及び現金同等物   6,408百万円

現金及び預金    8,421百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  　 △1百万円

現金及び現金同等物   8,420百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及
び運搬具

9 6 3

その他（工
具及び器具
備品）

100 75 24

合計 109 82 27

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及
び運搬具

14 5 8

その他（工
具及び器具
備品）

106 91 15

合計 120 96 23

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内   16百万円

１年超   11百万円

合計   27百万円

１年内     10百万円

１年超     13百万円

合計     23百万円

　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

（注）　　　　　　　同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料  18百万円

減価償却費相当額  18百万円

支払リース料    17百万円

減価償却費相当額    17百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

　

（減損損失について） 

 同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1)株式 4,356 12,827 8,471

(2)その他 － － －

小計 4,356 12,827 8,471

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1)株式 241 239 △2

(2)その他 101 95 △5

小計 343 335 △7

合計 4,699 13,162 8,463

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

3 1 0

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 155

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

(1)株式 4,318 10,522 6,204

(2)その他 － － －

小計 4,318 10,522 6,204

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

(1)株式 285 188 △96

(2)その他 101 80 △20

小計 386 269 △117

合計 4,704 10,791 6,087

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

80 50 1

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 111
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1)取引の内容

　外貨建取引の一部に為替予約を行っております。

(1)取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為

替予約取引、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。

(2)取引に対する取組方針及び取引の利用目的

　輸出入取引に係る為替予約は、受注工事の受注価額

及び当該工事の調達等の発注額を確定させ、以後の為

替相場の変動によるリスクを回避することを基本的

方針としており、個別工事毎に為替予約を行っており

ます。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(2)取引に対する取組方針及び取引の利用目的

　輸出入取引に係る為替予約は、受注工事の受注価額

及び当該工事の調達等の発注額を確定させ、以後の為

替相場の変動によるリスクを回避することを基本的

方針としており、個別工事毎に為替予約を行っており

ます。また、金利スワップ取引は、借入金利等の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスク回避を

目的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用しております。

ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用し、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特例処理を採用してお

ります。

ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 ………… 輸出入取引

ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 …………… 輸出入取引

金利スワップ ……… 借入金の利息

ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺を目的として

おります。

ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺及び将来の支

払利息に係る金利変動リスクの低減を目的として

おります。

　　　　　―――――――

　

ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評価を省略しております。

また、為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の通貨種別、行使日、金額等の条件がほぼ同

一であり、相関関係が高いことから、有効性の評価

を省略しております。

(3)取引に係るリスクの内容

　為替予約は、為替予約後の為替相場変動に伴い評価

損益に影響を及ぼすこともありますが、輸出入物件の

円貨を確定させることを主眼としており、個別工事へ

の影響は少ないものと考えております。なお、信用度

の高い金融機関のみを取引相手としてデリバティブ

取引を行っており、取引先の契約不履行に係るリスク

（信用リスク）はほとんどないと判断しております。

(3)取引に係るリスクの内容

　為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。

(4)取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の管理は資金担当部門にて行って

おりますが、実需に関する取引のみであり、投機目的

のものはありません。

(4)取引に係るリスク管理体制

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5)取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。

(5)取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

該当事項はありません。

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

該当事項はありません。なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適

用しているため、注記の対象から除いております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　当社及び一部の連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成19年7月1日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けました。

２．退職給付債務に関する事項

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △24,669 △18,837

ロ．年金資産 12,947 11,089

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △11,722 △7,748

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 2,485 1,006

ホ．未認識数理計算上の差異 3,638 2,742

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △2,386 △1,028

ト．連結貸借対照表計上額純額

（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）
△7,985 △5,026

チ．前払年金費用 － －

リ．退職給付引当金（ト－チ） △7,985 △5,026

　（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

２．一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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３．退職給付費用に関する事項

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

イ．勤務費用 472 350

ロ．利息費用 590 380

ハ．期待運用収益 △451 △278

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 828 584

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 439 308

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △291 △220

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 1,587 1,125

チ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 － △3,501

計 1,587 △2,375

前連結会計年度 当連結会計年度

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金17

百万円を計上しております。

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金15

百万円を計上しております。

２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。

２．　　　　同左

３．簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ．勤務費用」及び

「ニ．会計基準変更時差異の費用処理

額」に計上しております。

３．　　　　同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率 　2.5％ 　　 2.5％

ハ．期待運用収益率 　3.5％ 　　 3.5％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 10年～12年 　11年

ホ．数理計算上の差異の処理年数 　10年～12年 　　10年～12年

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 　10年 　　10年

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）及び当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） （百万円）

退職給付引当金 3,230

賞与引当金 245

赤字進行基準工事 127

未払事業税 96

工事補償引当金 93

減損損失 91

税務上の繰越欠損金 74

役員退職慰労引当金 61

ゴルフ会員権評価損 46

賞与未払社会保険料 34

その他 55

繰延税金資産小計 4,158

評価性引当額 △211

繰延税金資産合計 3,947

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △3,440

繰延税金負債合計 △3,440

繰延税金資産の純額 507

（繰延税金資産） （百万円）

退職給付引当金 2,029

賞与引当金 280

減損損失 91

未払事業税 86

役員退職慰労引当金 79

ゴルフ会員権評価損 55

工事補償引当金 52

受注工事損失引当金 51

賞与未払社会保険料 38

税務上の繰越欠損金 35

貸倒引当金 19

その他 38

繰延税金資産小計 2,859

評価性引当額 △174

繰延税金資産合計 2,684

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △2,473

繰延税金負債合計 △2,473

繰延税金資産の純額 211

　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

　（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 652

固定資産－繰延税金資産 249

固定負債－繰延税金負債 △395

　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 567

固定資産－繰延税金資産 175

固定負債－繰延税金負債 △531

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
2.4

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△1.2

住民税均等割 1.0

評価性引当額 0.6

その他 0.8

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
44.2

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　
エンジニアリ
ング事業
（百万円）

単体機械事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 28,396 13,041 41,438 － 41,438

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － (－) －

計 28,396 13,041 41,438 (－) 41,438

営業費用 27,918 10,365 38,283 (－) 38,283

営業利益 478 2,676 3,155 (－) 3,155

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 20,145 12,162 32,308 19,860 52,168

減価償却費 240 315 555 (－) 555

資本的支出 472 593 1,066 (－) 1,066

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
エンジニアリ
ング事業
（百万円）

単体機械事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 34,236 15,470 49,707 － 49,707

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － (－) －

計 34,236 15,470 49,707 (－) 49,707

営業費用 34,094 12,222 46,317 (－) 46,317

営業利益 142 3,247 3,389 (－) 3,389

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 21,998 13,923 35,921 18,405 54,326

減価償却費 310 433 743 (－) 743

資本的支出 417 698 1,116 (－) 1,116

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用しているエンジニアリング事業、単体機械事業に区分しております。
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２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

エンジニアリン

グ事業

都市ガス・石油関連プラント、各種化学工業用プラント、水素製造装置、下水処理

装置、産業排水処理装置、各種水処理装置等

単体機械事業
油清浄機、各種分離機・ろ過機、海水取水用除塵設備、半導体排ガス除害装置、攪

拌機等

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、

19,860百万円及び18,405百万円であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資

資金（投資有価証券）等であります。

４．会計方針の変更

（前連結会計年度） 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４．（3）ハに記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べてエンジニアリング事業の営業費用は27百万円、単体機械事業の営

業費用が19百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

（当連結会計年度） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４．（2）に記載のとおり、当社及び連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比

較して、減価償却費及び営業費用はそれぞれ「エンジニアリング事業」で6百万円、「単体機械事業」で15百

万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

５．追加情報

（当連結会計年度） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４．（2）に記載のとおり、当社及び連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比較して減価償却費及び営業費用はそれぞれ「エンジニアリング事業」で9

百万円、「単体機械事業」で28百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年４月1日 至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月1日 至平成

20年３月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はあ

りません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

50/83



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       229.64円

１株当たり当期純利益金額     15.06円

１株当たり純資産額       256.07円

１株当たり当期純利益金額       46.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 18,164 20,253

純資産の部から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 18,164 20,253

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
79,099 79,092

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 1,190 3,699

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,190 3,699

期中平均株式数（千株） 79,101 79,095

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 6,000 6,000 1.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 947 2,947 2.0 平成23年～24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 6,947 8,947 － －

　（注）１．平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － 747 200 2,000

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

資産の部 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  5,678   6,790  

２．受取手形 (※3,6)  2,233   2,411  

３．売掛金 (※３)　  16,063   18,113  

４．製品 　  325   527  

５．材料及び貯蔵品 　  857   1,124  

６．仕掛品 　  2,787   3,051  

７．前渡金 　  117   49  

８．前払費用 　  66   30  

９．繰延税金資産 　  520   415  

10．短期貸付金 (※３)  410   150  

11．その他 (※４)  204   118  

貸倒引当金 　  △13   △20  

流動資産合計 　  29,251 60.8  32,763 66.1

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 (※1,2)　       

(1）建物 　  1,733   1,875  

(2）構築物 　  113   130  

(3）機械及び設備 　  935   1,000  

(4）車輌及び運搬具 　  9   7  

(5）工具及び器具備品 　  276   242  

(6）土地 　  1,320   1,313  

(7）建設仮勘定 　  73   241  

有形固定資産合計 　  4,462 9.3  4,811 9.7
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1）特許権 　  108   65  

(2）技術使用権 　  30   65  

(3）ソフトウェア 　  610   591  

(4）電話加入権 　  10   10  

無形固定資産合計 　  759 1.6  733 1.5

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 (※２)　  13,128   10,780  

(2）関係会社株式 　  297   335  

(3）関係会社出資金 　  12   －  

(4）従業員長期貸付金 　  43   42  

(5）破産更生債権等 　  83   75  

(6）その他 　  128   124  

貸倒引当金 　  △59   △70  

投資その他の資産合計 　  13,634 28.3  11,287 22.7

固定資産合計 　  18,857 39.2  16,831 33.9

資産合計 　  48,108 100.0  49,595 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

負債の部 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 (※３)  4,347   4,634  

２．買掛金 (※３)  8,128   7,556  

３．短期借入金 (※２)　  6,000   6,000  

４．未払金 (※４)  489   603  

５．未払費用 　  163   150  

６．未払法人税等 　  961   798  

７．前受金 　  1,390   2,071  

８．賞与引当金 　  430   511  

９．役員賞与引当金 　  29   40  

10．工事補償引当金 　  229   129  

11．受注工事損失引当金 　  33   118  

12．その他 　  90   65  

流動負債合計 　  22,292 46.3  22,680 45.8

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 (※２)  947   2,947  

２．繰延税金負債 　  395   531  

３．退職給付引当金 　  7,227   4,557  

４．役員退職慰労引当金 　  119   158  

５．その他 　  3   0  

固定負債合計 　  8,694 18.1  8,195 16.5

負債合計 　  30,986 64.4  30,875 62.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

純資産の部 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,956 8.2  3,956 8.0

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 4,202   4,202   

資本剰余金合計 　  4,202 8.8  4,202 8.4

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 840   840   

(2）その他利益剰余金 　       

研究開発基金 　 500   500   

別途積立金 　 2,049   2,049   

繰越利益剰余金 　 622   3,591   

利益剰余金合計 　  4,011 8.3  6,981 14.1

４．自己株式 　  △8 △0.0  △11 △0.0

株主資本合計 　  12,163 25.3  15,129 30.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  4,959 10.3  3,590 7.2

評価・換算差額等合計 　  4,959 10.3  3,590 7.2

純資産合計 　  17,122 35.6  18,720 37.7

負債・純資産合計 　  48,108 100.0  49,595 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 (※1,4)  34,679 100.0  41,754 100.0

Ⅱ　売上原価 (※3,4)       

１．期首製品たな卸高 　 383   325   

２．当期製品製造原価 　 27,626   34,442   

合計 　 28,009   34,768   

３．期末製品たな卸高 　 325 27,684 79.8 527 34,240 82.0

売上総利益 　  6,994 20.2  7,514 18.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 (※２)       

１．販売手数料 　 268   318   

２．見積設計費 　 869   772   

３．広告宣伝費 　 42   45   

４．貸倒引当金繰入額 　 －   17   

５．役員報酬 　 148   159   

６．従業員給料手当 　 1,141   1,230   

７．賞与引当金繰入額 　 112   142   

８．役員賞与引当金繰入額 　 29   40   

９．退職給付引当金繰入額 　 169   118   

10．役員退職慰労引当金繰
入額

　 40   46   

11．旅費交通費 　 199   213   

12．賃借料 　 84   86   

13．減価償却費 　 186   219   

14．研究開発費 　 249   497   

15．その他 　 964 4,507 13.0 941 4,850 11.6

営業利益 　  2,487 7.2  2,664 6.4
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 (※３) 15   8   

２．受取配当金 (※３) 185   259   

３．為替差益 　 30   －   

４．貸倒引当金戻入益 　 5   －   

５．雑収益 　 7 244 0.7 8 276 0.6

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 129   158   

２．社債利息 　 31   －   

３．退職給付会計基準変更
時差異償却

　 741   530   

４．為替差損 　 －   140   

５．雑損失 　 220 1,123 3.3 87 916 2.2

経常利益 　  1,608 4.6  2,024 4.8

Ⅵ　特別利益 　       

１．厚生年金基金代行返上
益

　 －   3,200   

２．投資有価証券売却益 　 － － － 50 3,250 7.8

Ⅶ　特別損失 　       

１．投資有価証券評価損 　 － － － 19 19 0.0

税引前当期純利益 　  1,608 4.6  5,254 12.6

法人税、住民税及び事業
税

　 1,171   909   

法人税等調整額 　 △382 788 2.2 1,178 2,087 5.0

当期純利益 　  820 2.4  3,167 7.6
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 12,672 43.8 13,176 36.8

Ⅱ　労務費 　 3,564 12.3 3,897 10.9

Ⅲ　経費 ※２ 12,718 43.9 18,723 52.3

当期総製造費用 　 28,955 100.0 35,797 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 2,616  2,787  

合  計 　 31,572  38,584  

期末仕掛品たな卸高 　 2,787  3,051  

他勘定振替高 ※３ 1,158  1,090  

当期製品製造原価 　 27,626  34,442  

　（注）１．当社の原価計算は、個別原価計算によっており、受注工事については工事別に工事命令書を発行し、その区分

にしたがって売上原価の集計をおこなっております。

※２．主な内訳は次のとおりであります。

 項目
前事業年度

（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月１日  
  至 平成20年３月31日）

外注加工費（百万円） 2,485 3,207

外注工事費（百万円） 6,370 11,327

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 項目
前事業年度

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日）

当事業年度
（自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日）

販売費及び一般管理費（百万円）
（見積設計費他）

869 772

その他（百万円） 288 318

合計（百万円） 1,158 1,090

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

59/83



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金
　

利益剰余
金合計

研究開発
基金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 840 500 2,049 △198 3,191 △6 11,344

事業年度中の変動額          

当期純利益      820 820  820

自己株式の取得       － △1 △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

      －  －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － 820 820 △1 818

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 840 500 2,049 622 4,011 △8 12,163

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

4,772 16,116

事業年度中の変動額   

当期純利益  820

自己株式の取得  △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

187 187

事業年度中の変動額合計
（百万円）

187 1,005

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,959 17,122

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金
　

利益剰余
金合計

研究開発
基金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 840 500 2,049 622 4,011 △8 12,163

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △197 △197  △197

当期純利益      3,167 3,167  3,167

自己株式の取得       － △3 △3

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

      －  －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － 2,969 2,969 △3 2,966

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,956 4,202 840 500 2,049 3,591 6,981 △11 15,129
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

4,959 17,122

事業年度中の変動額   

剰余金の配当  △197

当期純利益  3,167

自己株式の取得  △3

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,368 △1,368

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,368 1,597

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,590 18,720
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

総平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、材料及び貯蔵品

……移動平均法による原価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

仕掛品

……個別法による原価法

　

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　31～50年

機械及び設備　　　４～13年

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　31～50年

機械及び設備　　　４～13年
 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ20百万円減少しております。

（追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ36百万円減少しております。

(2）無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内

における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法

(2）無形固定資産

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基

づき当事業年度負担額を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

(3)役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上

しております。 

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ29百万円減少しております。 

(3)役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上

しております。 

(4)工事補償引当金

　売上完了工事の引渡後発生する補償工事の支出に備

えるため、過去２年間の実績基準に将来の補修見込を

加味して計上しております。

(4)工事補償引当金

同左

(5)受注工事損失引当金

工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工

事のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、損失額を

合理的に見積ることが可能な工事について、翌事業年

度以降に発生が見込まれる損失額を計上しておりま

す。

(5)受注工事損失引当金

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　なお、会計基準変更時差異（7,414百万円）について

は、10年による按分額を費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間（10～12年）による定額法により処理してお

ります。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間（10～12年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。

（追加情報）

　確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成18年7月28日に厚生労働

大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

　当事業年度末日において測定された返還相当額

（最低責任準備金）は6,350百万円であり、当該返還

相当額（最低責任準備金）の支払が当事業年度末

日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）第44-2項を適用した場

合に生じる利益の見込額は2,286百万円であります。

(6)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　なお、会計基準変更時差異（7,414百万円）について

は、厚生年金基金の代行部分に係るものの消滅を認識

した上で、残額について10年による按分額を費用処理

しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間（11年）による定額法により処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間（10～12年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。

（追加情報）

　確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成19年7月1日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けました。

　これにより特別利益として3,200百万円計上してお

ります。

(7)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を計上しております。

(7)役員退職慰労引当金

同左

６．収益及び費用の計上基準

　原則として工事完成基準によっておりますが、長期に

亘る大口工事（工期１年超かつ受注金額３億円以上）

については、工事進行基準によっております。

６．収益及び費用の計上基準

同左

７．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

７．リース取引の処理方法

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

８．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約ついては振

当処理を採用しております。

８．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替予約ついては振

当処理を採用し、特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 ………… 輸出入取引

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約 …………… 輸出入取引

金利スワップ ……… 借入金の利息

(3)ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺を目的としてお

ります。

(3)ヘッジ方針

　デリバティブ取引は全て実需に関する取引に限定

し、輸出入取引に係る相場変動の相殺及び将来の支払

利息に係る金利変動リスクの低減を目的としており

ます。

(4)　　　　　　――――――― (4)ヘッジ有効性の評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の評価を省略しております。また、

為替予約取引については、ヘッジ対象とヘッジ手段の

通貨種別、行使日、金額等の条件がほぼ同一であり、相

関関係が高いことから、有効性の評価を省略しており

ます。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は17,122

百万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

　　              ――――――――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （損益計算書）

　営業外収益の「為替差益」は、前事業年度は、営業外

収益の「雑収益」に含めて表示しておりましたが、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ております。

　なお、前事業年度の営業外収益の「雑収益」に含ま

れている「為替差益」の金額は15百万円であります。

　　              ――――――――

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産減価償却累計額　　　  8,190百万円 ※１．有形固定資産減価償却累計額　　　  8,414百万円

※２．担保に供している資産

１）投資有価証券のうち12,126百万円は、短期借入金

2,890百万円及び長期借入金220百万円の担保に供して

おります。

※２．担保に供している資産

１）投資有価証券のうち8,303百万円は、短期借入金

2,890百万円及び長期借入金220百万円の担保に供して

おります。

２）有形固定資産のうち ２）有形固定資産のうち

建物    936百万円

構築物   39百万円

機械及び設備      138百万円

工具及び器具備品   7百万円

土地     130百万円

計      1,253百万円

建物       983百万円

構築物     37百万円

機械及び設備       142百万円

工具及び器具備品    6百万円

土地        126百万円

計      1,294百万円

は、短期借入金1,020百万円及び長期借入金727百

万円の財団抵当及び財団根抵当に供しておりま

す。

は、短期借入金1,020百万円及び長期借入金727百

万円の財団抵当及び財団根抵当に供しておりま

す。

※３．関係会社に対する資産・負債 ※３．関係会社に対する資産・負債

受取手形    277百万円

売掛金    135百万円

短期貸付金    410百万円

支払手形    1,136百万円

買掛金      1,432百万円

受取手形      249百万円

売掛金       202百万円

支払手形      610百万円

買掛金       601百万円

※４．未払消費税等は、流動負債の未払金に含めて表示し

ております。

※４．未収消費税等は、流動資産のその他に含めて表示し

ております。

５．偶発債務

　従業員の金融機関よりの借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

５．偶発債務

　従業員の金融機関よりの借入金に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

従業員（住宅資金）   2百万円 従業員（住宅資金）    1百万円

※６．期末日満期手形 

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　　151百万円

※６．              ――――――――
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

７．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行７行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額     10,000百万円

借入実行残高 6,000百万円

差引額 4,000百万円

貸出コミットメントの総額     10,000百万円

借入実行残高      6,000百万円

差引額      4,000百万円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．工事進行基準による売上高は、14,306百万円であり

ます。

※１．工事進行基準による売上高は、18,149百万円であり

ます。

※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費249百万円

※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費497百万円

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。

仕入高      4,627百万円

受取利息   13百万円

受取配当金   34百万円

仕入高      4,008百万円

受取利息     6百万円

受取配当金     76百万円

※４．売上高及び売上原価のうち、建設業法施行規則上の

完成工事高及び完成工事原価は次のとおりであり

ます。

※４．売上高及び売上原価のうち、建設業法施行規則上の

完成工事高及び完成工事原価は次のとおりであり

ます。

完成工事高     23,071百万円

完成工事原価     19,847百万円

完成工事高     27,226百万円

完成工事原価     24,489百万円

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 36 3 － 39

合計 36 3 － 39

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 39 6 － 46

合計 39 6 － 46

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具及び器
具備品

96 74 22

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具及び器
具備品

102 88 14

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

（注）　　　　　　　同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内   14百万円

１年超   7百万円

合計   22百万円

１年内     7百万円

１年超    6百万円

合計     14百万円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

（注）　　　　　　　同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料   15百万円

減価償却費相当額   15百万円

支払リース料     14百万円

減価償却費相当額     14百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について） 

同左

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

有価証券報告書

68/83



（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） （百万円）

退職給付引当金 2,936

賞与引当金 174

赤字進行基準工事 127

工事補償引当金 93

減損損失 91

未払事業税 79

役員退職慰労引当金 48

ゴルフ会員権評価損 44

賞与未払社会保険料 24

その他 44

繰延税金資産小計 3,664

評価性引当額 △146

繰延税金資産合計 3,518

　  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △3,393

繰延税金負債合計 △3,393

繰延税金資産の純額 124

（繰延税金資産） （百万円）

退職給付引当金 1,851

賞与引当金 207

減損損失 91

未払事業税 68

役員退職慰労引当金 64

ゴルフ会員権評価損 53

工事補償引当金 52

受注工事損失引当金 48

賞与未払社会保険料 28

貸倒引当金 18

その他 14

繰延税金資産小計 2,500

評価性引当額 △159

繰延税金資産合計 2,340

　  

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △2,457

繰延税金負債合計 △2,457

繰延税金負債の純額 116

　（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借

対照表の以下の項目に含まれております。

　（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借

対照表の以下の項目に含まれております。

　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 520

固定負債－繰延税金負債 △395

　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 415

固定負債－繰延税金負債 △531

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
2.5

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△2.5

住民税均等割 1.2

評価性引当額 6.4

その他 0.8

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
49.0

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額        216.47円

１株当たり当期純利益金額     10.37円

１株当たり純資産額       236.69円

１株当たり当期純利益金額        40.04円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 17,122 18,720

純資産の部から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 17,122 18,720

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
79,099 79,092

　（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 820 3,167

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 820 3,167

期中平均株式数（千株） 79,101 79,095

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証

券

その他有

価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

三菱商事㈱ 715,000 2,152

キリンホールディングス㈱ 771,264 1,453

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
1,131,070 972

㈱横浜銀行 1,131,663 766

東海カーボン㈱ 703,500 709

静岡瓦斯㈱ 776,500 489

東京瓦斯㈱ 1,055,400 425

㈱ニコン 127,388 338

日本郵船㈱ 361,178 338

新日本石油㈱ 463,533 288

旭硝子㈱ 258,768 284

西華産業㈱ 1,252,000 254

三菱倉庫㈱ 196,875 251

東邦瓦斯㈱ 468,429 224

ショーボンドホールディングス㈱ 179,300 223

三菱重工業㈱ 500,000 213

㈱ミレアホールディングス 51,435 189

㈱三菱ケミカルホールディングス 221,131 145

東京産業㈱ 480,173 140

三菱地所㈱ 54,075 130

㈱常陽銀行 237,937 119

㈱北海道瓦斯㈱ 318,693 80

エーザイ㈱ 20,250 68

㈱三菱総合研究所 131,250 66

三菱自動車工業㈱ 400,000 65

三菱瓦斯化学㈱ 87,767 62

㈱百十四銀行 110,498 58

その他（28銘柄） 538,723 186

　 　 計 12,743,800 10,699

【その他】
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投資有価証

券

その他有

価証券

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

（投資信託受益証券）   

トリプル・アセット・オープン 10,000 80

（出資証券）   

理化学研究所出資証券 1 0

計 － 80

合計 － 10,780

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残

高（百万円）

有形固定資産        

建物 4,764 272 86 4,950 3,075 119 1,875

構築物 469 40 5 503 373 21 130

機械及び設備 4,292 258 85 4,465 3,464 188 1,000

車輌及び運搬具 71 3 16 59 51 4 7

工具及び器具備品 1,660 113 83 1,690 1,448 143 242

土地 1,320 － 7 1,313 － － 1,313

建設仮勘定 73 856 688 241 － － 241

有形固定資産計 12,652 1,545 973 13,225 8,414 477 4,811

無形固定資産        

特許権 212 － － 212 146 42 65

技術使用権 123 57 － 180 115 22 65

ソフトウェア 767 150 4 913 322 169 591

電話加入権 10 － － 10 － － 10

無形固定資産計 1,113 208 4 1,317 583 234 733

(注）建設仮勘定の増加のうち主なものは、ＳＪ軸ライン改良工事156百万円、複合ＮＣ旋盤95百万円、菱化製作所製缶

工場拡張78百万円、川崎製作所第一工場屋根改修工事35百万円等であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 72 17 0 － 90

賞与引当金 430 511 430 － 511

役員賞与引当金 29 40 29 － 40

工事補償引当金 229 129 229 － 129

受注工事損失引当金 33 118 32 1 118

役員退職慰労引当金 119 46 8 － 158

(注）受注工事損失引当金の「当期減少額（その他）」は期末洗替による戻入額であります。

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 23

預金  

当座預金 5,568

普通預金 1,196

定期預金 1

その他預金 0

小計 6,767

合計 6,790

(ロ）受取手形

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

広菱産業（有） 630

昭和産業（株） 356

三光産業（株） 199

（株）菱化製作所 181

（株）カナックス 161

その他 882

合計 2,411

(b）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 617

５月 387

６月 584

７月 389
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期日別 金額（百万円）

８月以降 431

合計 2,411

(ハ）売掛金

(a)相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

新日本石油精製（株） 4,268

第一実業（株） 1,587

三菱瓦斯化学（株） 1,342

三菱商事（株） 883

大阪市 850

その他 9,181

合計 18,113

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────

2
──────

(B)
─────

366

16,063 43,607 41,558 18,113 69.6 143

　上記当期発生高には、消費税等を含んでおります。
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(ニ)製品

種類 金額（百万円）

油清浄機部品 527

合計 527

(ホ)材料及び貯蔵品

種類 金額（百万円）

普通鋼材 1

特殊鋼 85

部品 993

仕込品 37

その他 6

合計 1,124

(ヘ）仕掛品

種類 金額（百万円）

主要工事 1,872

補修工事 172

仕込工事 809

その他 197

合計 3,051

②　負債の部

(イ）支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

化工機プラント環境エンジ（株） 464

鹿島道路（株） 187

ナス物産（株） 177

国際計装（株） 158

（株）菱化製作所 146

その他 3,500

合計 4,634

(b）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月 861

５月 1,447

６月 900

７月 1,153

８月以降 270
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期日別 金額（百万円）

合計 4,634

(ロ）買掛金

相手先 金額（百万円）

（株）神戸製鋼所 431

化工機プラント環境エンジ（株） 350

朝日工業（株） 315

住金物産（株） 271

山九（株） 173

その他 6,014

合計 7,556

(ハ）短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,800

㈱横浜銀行 1,740

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,200

㈱三井住友銀行 420

その他 840

合計 6,000

(ニ）長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,000

明治安田生命保険(相) 457

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 270

日本生命保険(相) 220

合計 2,947

(ホ）退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 17,064

年金資産 △10,246

会計基準変更時差異の未処理額 △919

未認識数理計算上の差異 △2,368

未認識過去勤務債務（債務の減額） 1,028

合計 4,557

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、1,000株未

満の株式につき、その株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき　200円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

　（注）当社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。

　１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

有価証券報告書および添付書類

事業年度（第83期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出

有価証券報告書の訂正報告書

平成19年10月５日関東財務局長に提出

事業年度（第83期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

半期報告書

（第84期中）（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）平成19年12月27日関東財務局長に提出

臨時報告書

平成19年７月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響

を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成１９年６月２８日

三菱化工機株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 藤田　紳  　　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 舩山　卓三　　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 上田　雅之　　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱化

工機株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱化

工機株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成２０年６月２６日

三菱化工機株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 藤田　紳  　　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 舩山　卓三　　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 上田　雅之　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱化工機株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱化

工機株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成１９年６月２８日

三菱化工機株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 藤田　紳  　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 舩山　卓三　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 上田　雅之　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三菱化

工機株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱化工機

株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成２０年６月２６日

三菱化工機株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 藤田　紳  　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 舩山　卓三　　㊞

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 上田　雅之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三菱化工機株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱化工機

株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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